ごまめ４３
廃炉にお金が足りない！
平成元年に、運転を終了した原発は廃炉にする、ということが決まり、電力会社に対して、廃炉に必要な費用を四〇年かけて積み立てることを義務づけました。（それまでは使い終わった原発をどうするか決まっていませんでした！）
それぞれの原発が廃炉にいくら掛かるかは、使用している金属やコンクリートの量などに処分単価を掛けて算出されています。
廃炉コストが一番安いのが関電の美浜一号（三四万ｋＷ）の三一八億円、一番高く見積もられているのが浜岡五号（一三八万ｋＷ）の八四四億円。
これが正しいかどうかの検証も別途、必要です。
毎年の積立金は、それぞれの原子炉が実際に稼働した時間に応じて積み立てられることになり、年間の設備稼働率は七六％を基準とすることになりました。
つまり、年間稼働率が七六％より低い原発は、積立金額が本来積み立てるべき金額よりも少なくなってしまいます。その結果、よく問題が起きて、頻繁に運転を停止する原発ほど積立金額が少なくなり、四〇年経っても廃炉に必要な費用を積み立てることができません。危ない原発ほど長く稼働させることが必要になるのです。
福島第一原発の事故以前も、ほとんどの原発は稼働率七六％を下回っていましたから、このまま四〇年で廃炉にすると、廃炉費用が足らなくなります。だから原発を四〇年で廃炉にすることを電力会社はむやみといやがるのです。
電力会社が引き当てるべき廃炉費用の総額は、原発を持っている電力会社九社で合計二兆六二七五億円、それに日本原電（＊）の一六二三億円を加えて、十社合計二兆七八九八億円です。
この総額から二三年度末までに引き当てた金額を差し引いた不足分は、電力九社合計で、一兆一九〇三億円、それに日本原電の不足分四〇九億円を加えて、十社合計一兆二三一二億円にのぼります。
もし、原発を再稼働せずに廃炉にすると、この廃炉費用の積立金不足の他に、各電力会社は、バランスシート上の原発関連資産の損失計上も必要になります。
つまり、廃炉費用積立金不足額＋ウラン燃料の簿価＋原子力発電設備の残存簿価の合計額を一気に損失に計上しなければなりません。電力会社ごとのその額は
北海道　　三七九〇億円　　
東北　　　四九七〇億円
東京　一兆一四九五億円
中部　　　三九七二億円
北陸　　　三一三五億円　　
関西　　　六三一八億円
中国　　　一五三三億円
四国　　　一七八四億円
九州　　　四四〇七億円
電力合計四兆一四〇九億円
日本原電　二五五九億円
十社合計四兆三九六三億円
原発を再稼働せず廃炉にすれば、北海道、東北、東京の各電力会社と日本原電はそのまま債務超過になります。残り各社も債務超過寸前になるでしょう。
この他に、電力会社は、六ヶ所村で再処理工場を持っている日本原燃に出資しており、そちらの経営問題も非常に深刻です。
　エネルギー政策を転換すれば、電力会社が今のままで生き残ることはできません。発送電の分離を含め、抜本的な電力産業の改革と自由化が必要です。
＊日本原電　原子力発電専業会社として設立され、一九六六年に日本初の商業用原発設立。
「憲法改正論議」
憲法改正というと、すぐ憲法第九条が思い浮かぶかもしれません。しかし、第九条をめぐっては、改正するべきだという意見と改正するべきではないという意見が激しく対立しています。
じつは憲法第九条よりも先に改正のテーブルに載せるべき条文があるのです。それが第八九条です。
日本国憲法第八九条は、　「公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。」と規定しています。
私立学校というのは公の支配に属しているのでしょうか。公の支配に属していなければ、公費で私学に助成をすることはできません。しかし、私立学校が公の支配に属していると言えば、私学の自主性はどうなってしまうのでしょうか。
一九七一年三月三日の参議院予算委員会での内閣法制局長官は、こう答弁しています。少し長く、非常にわかりにくい答弁ですが、そのまま引用します。おつきあいください。
「憲法八九条の御指摘でございますが、憲法八九条の問題は、確かに率直に言って実は弱る規定であります。憲法調査会でも、あまり政治的でない、まあ実務的な、あるいは国情に合った憲法の規定を考えるという意味合いにおいて憲法改正論を考えます場合に、一番最初に出てくるのが八九条であると言ってもいいぐらいに八九条は問題だと私も思います。
いまのお尋ねはその解釈問題に関連してでありますが、確かに日本のような国において慈善、博愛、教育の問題について、国費が公の支配に属していないものには出せない。逆に言えば、公の支配に属させることによって国費が出せるというふうにも解される憲法の規定が、規定の真の精神がそこにあるかどうかはわかりませんけれども、実際の日本の国情に合わすようなことをするにはやはりそういう解釈もやむを得ないのではないかというようなふうに考えまして、いまの私立学校法あるいは学校教育法その他の規定には、そういう補助と監督の相関関係を規定したものがございます。まあ、そういうことで始末をしておるわけでありますけれども、国会でもそういう法律を御制定になっていただいておりますから、そういう解釈がいまや公定的に是認されていると思いますけれども、正直に憲法の規定に立ち返ってみますと、その辺はやや問題があるように思います。そういう意味で、ごく事務的に考えて、つまり政治的でなしに考えて、八九条のような規定はやはり問題点の一つであろうと、正直に言って、そう思います。」
何を言っているかわからないような答弁ですが、結論は、憲法八九条は問題だ、ということです。
この八年後、一九七九年三月十三日の参議院予算委員会の法制局長官は、私立学校は公の支配に属すると答弁しました。
その理由として、国は、一、学校教育法の規定で問題を起こした学校を閉鎖できる、二、私立学校法で問題を起こした学校の設立者である学校法人を解散できる、三、私学助成法で助成金をもらった学校を特別に監督できる、だから私立学校は公の支配に属する。だから、私立学校に対する助成金を出してもよいという解釈になったのです。
これで問題が解決したように思えましたが、この解釈が、実は、大きな問題を引き起こしました。
学校法人が設立した学校は、この三つの条件にあてはまるのですが、株式会社に対しては、国が解散命令を出すことができないので、株式会社が設立する学校は、公の支配に属さないと文科省は言い出しました。
文科省は、憲法八九条を使って、（自分の言うことを聞く）学校法人には助成金を出すが、（独立色の強い）株式会社には助成金を出ないようにしているのです。
ちょうど厚労省が、社会福祉法人の設立した保育園を優遇し、株式会社が設立した保育園を冷遇しているのと同じです。
役所にとって扱いにくい株式会社を差別するために憲法が使われています。
だからこの憲法第八九条を、「公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のため、又は公の『監督』に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。」と改正すべきなのです。
「支配」という言葉を「監督」に改めるだけですが、こうすれば、仮に私立学校が公の「支配」に属していなくとも、きちんと文科省の「監督」は受けているのですから、変な憲法解釈をすることもなく私学助成をすることができます。こういう憲法改正ならば、多くの方からの賛同を得られるのではないでしょうか。
また、日本国憲法第七条も改正が必要です。
憲法第七条には、「天皇は、内閣の助言と承認により、国民のために、左の国事に関する行為を行ふ。・・
四 　国会議員の総選挙の施行を公示すること。」とあります。
　衆議院は総選挙がありますが、参議院は半数改選ですから、総選挙にはなりません。ですからこの条文はおかしいのです。とりあえず、この「総選挙」という言葉には、参議院議員の半数改選の選挙も含むと解釈することにしています。しかし、国の最高規範の憲法ですから、読んだとおりの意味にするべきです。この第七条の条文だけで憲法改正する必要はないかもしれませんが、他の条文の改正に併せて「国会議員の『選挙』の施行を公示すること。」に改める必要があります。
そろそろ私たちの日本国憲法も、必要なところはきちんと改正していくべきではないでしょうか。
復興予算の流用を改める
東日本大震災からの復興のために、二〇一一年一一月に復興財源法が成立し、増税をお願いすることになりました。
　所得税が税率二・一％分七兆五千億円、住民税に千円ずつを上乗せ六千億円、法人税が二兆四千億円、合計一〇兆五千億円です。
　ところが、これだけの負担をいただいた復興予算が、被災地以外に多額に流用され、しかも予算の査定をする財務省までが率先して流用していました。
　財務省は、二〇一一年の三次補正の復興予算で一二億円を使って、姫路、荒川、藤沢、館山、武蔵野等、被災地外の一二の税務署の改修をやっています。
その一方で、仙台港のコンテナ検査センターの壊れた検査機器の更新については、二〇一三年の概算要求に一二億円がようやく計上されました。
財務省の二〇一三年度の概算要求の資料をみると、「大型Ｘ線検査装置の復旧等」という項目があります。ああ、これが仙台のコンテナ検査センターの機器だなと思うと、要求金額が二四億八一〇〇万円。
なんとこの「大型Ｘ線検査装置の復旧等」の「等」のなかに、大阪福島税務署と姫路税務署の改修費三億二二〇〇万円と国税庁の国税総合管理システムの改修費八億四千万円が潜り込んでいました。
増税による復興予算ですから、支出は被災地の復興に直接効果のある予算に限るべきです。
どこを改修するかという具体的な個所付けは、国会の予算審議のあと、政府が発表することになっていますが、この予算流用を見ると、そのやり方も考え直さなくてはなりません。
国会の予算審議も予算委員会だけで審議するのではなく、一つ一つの予算項目まで時間を掛けて審査できるよう、全ての常任委員会に小委員会を設け、各省の予算を審査する体制をつくるべきです。
コラム
参議院議員は総理総裁になれるか
　自民党の党則には、自民党に所属する国会議員ならば総裁になれる、また、憲法には、国会議員から総理大臣が選ばれる、とあり、参議院議員が総理総裁になることはルール上は問題ありません。
　しかし、衆議院を解散し、国民に信を問うときに「さあ、解散だ。私は参議院議員だから関係ないが、みんな頑張って選挙を勝ち抜いてくれ！」
　小泉首相のように、「郵政民営化が必要かどうか国民に聞いてみたい」と言って解散しても、総理が自らその先頭に立てなくてもよいのでしょうか。
　たしかにルールでは衆議院議員でも参議院議員でもかまわないということになってはいますが、現実的には解散総選挙で先頭に立って戦うことのできる衆議院議員が総理を務めるべきです。
　議院内閣制の先輩のイギリスでも、二〇世紀に入ってから貴族院議員で首相に就任したのは一九六三年から一九六四年まで首相を務めたアレック・ダグラス＝ヒュームだけです。ヒューム首相も、首相に就任してすぐに下院の補欠選挙に立候補し、下院に移っています。
